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国際工学教育（G-DORM）

自然科学系 准教授

上田  和孝  UEDA Yasutaka http://www.eng.
niigata-u.ac.jp/~
g-dorm/

地域協働のPBL型国際グループワークインターンシップ
～企業と学生がWin-Winになれる国際的な産学連携～

●キーワード● インターンシップ、留学交流、理工系グローバル人材育成、アクティブラーニング

　新潟大学工学部では、メコン地域（カンボジア、ラオ
ス、タイ、ベトナム）の大学との留学交流事業G-DORM
を実施しています。G-DORMでは、各国の参加学生と新
潟大学生が、国籍・分野・学年混合のグループを組み、留
学先の国・地域や新潟県内において、新潟関連企業での
課題解決型の国際グループワーク・インターンシップに
取り組んでいます。
　このインターンシップでは、グローバル化の進展によ
り企業が抱える実課題をテーマに設定し、学生グループ
が解決提案を行います。企業での実習期間は、短期（3日
程度）、中期（1か月程度）、長期（2か月程度）であり、これ
に大学での事前・事後学習が加わります。インターン
シップは新潟大学の正規科目として位置づけられ、所定
の成果を修めた学生には、実習期間に応じて当該科目の
単位が付与されます。
　このインターンシップは、学生の実践的グローバル人
材育成の場だけでなく、学生グループの課題解決提案を
通じて、受入企業の人材育成・業務改善や、新事業に向け
た価値創出等の機会としても活用されています。また、
学生が受入企業の魅力を知る機会となり、その魅力が学
生により国際学会やSNSで世界に発信されています。

Y. Ueda, et al., “Multicultural and Multi-disciplinary Project-based Learning with Industry Focus: 
Fostering Globally Competent Engineers”, INTERNATIONAL JOURNAL OF ENGINEERING 
EDUCATION, 37 (2), pp. 512-527, 2021.

アピールポイント

研究の目的、概要、期待される効果

つながりたい分野(産業界、自治体等)

　文部科学省等が後援する「第3回 学生が選ぶイン
ターンシップアワード」で優秀賞を受賞し、またメ
ディア報道や学会発表の実績もあるインターンシッ
プです。

・学生の専攻と異業種・異分野の交流による新たな価
値創造を重視します。インターンシップ受入可能な、
どの分野でも歓迎します。

関連する知的財産
論文 等

専門分野 工学教育、国際教育、連携教育、課題解決型学習

診断結果の例

安全文化の8軸モデル

東瀬研究室

自然科学系 准教授

東瀬  朗  TOSE Akira http://www.eng.
niigata-u.ac.jp/~
tose/

高リスク産業向け産業事故・労働災害防止のための
安全文化診断手法

●キーワード● 安全文化、組織診断、安全管理、事故予防、可視化

　工場で起きる多くの重大事故（死亡災害・火災・爆発）
は、個人のミスが主たる原因ではありません。長い期間
をかけて組織が誤った判断及び些細な誤解を少しずつ
積み重ね、その結果として不具合が顕在化したときに重
大な問題が発生します。本手法では、網羅的な視点であ
る「安全文化の８軸モデル」に基づき、「組織の劣化を早
期に検知し、早い段階で対策を打つことを促す方法につ
いて研究しています。
　本研究では網羅的な視点に基づいて作成されたアン
ケートを使用し、組織の現状について診断を行います。
それぞれの事業所の回答結果を、約100事業所・約
10,000人規模の業界標準得点などとベンチマークす
ることにより、当該事業所の強み・弱みを可視化するこ
とができます。大手製造業を中心に、国内外延べ200事
業所以上（回答数60,000人以上）が活用しています。 　
　また、部署別・世代別などの分析を通じて、自社・自事
業所で支援が必要となる区分を絞り込み、組織の改善を
効果的に進める第一歩として活用します。
○想定される実施例、応用例
・工場の安全活動の活性化、経営の改善
・組織診断結果に基づく改善活動の立案

東瀬 朗,　三木 卓典、高野 研一. 安全文化診断手法の開発とその適用―石油・化学産業等大規模設備を有する
事業所を中心として―，　安全工学，2016, Vol.55, No.1, p.49-63.

アピールポイント

研究の目的、概要、期待される効果

つながりたい分野(産業界、自治体等)

　多面的な切り口で従業員の意識が可視化できま
す。数年おきに行うことで、経年での従業員意識の変
化（特に思わぬ悪化）を検出することも可能です。

・大規模な製造装置を組織的に運用する、数百人～数
千人規模の事業所を持つ企業。

関連する知的財産
論文 等

専門分野 安全工学、システム工学、経営学

※お問い合わせは新潟大学社会連携推進機構ワンストップカウンターまで onestop@adm.niigata-u.ac.jp※お問い合わせは新潟大学社会連携推進機構ワンストップカウンターまで onestop@adm.niigata-u.ac.jp 8-118-10
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地域協働のPBL型国際グループワークインターンシップ
～企業と学生がWin-Winになれる国際的な産学連携～

●キーワード● インターンシップ、留学交流、理工系グローバル人材育成、アクティブラーニング

　新潟大学工学部では、メコン地域（カンボジア、ラオ
ス、タイ、ベトナム）の大学との留学交流事業G-DORM
を実施しています。G-DORMでは、各国の参加学生と新
潟大学生が、国籍・分野・学年混合のグループを組み、留
学先の国・地域や新潟県内において、新潟関連企業での
課題解決型の国際グループワーク・インターンシップに
取り組んでいます。
　このインターンシップでは、グローバル化の進展によ
り企業が抱える実課題をテーマに設定し、学生グループ
が解決提案を行います。企業での実習期間は、短期（3日
程度）、中期（1か月程度）、長期（2か月程度）であり、これ
に大学での事前・事後学習が加わります。インターン
シップは新潟大学の正規科目として位置づけられ、所定
の成果を修めた学生には、実習期間に応じて当該科目の
単位が付与されます。
　このインターンシップは、学生の実践的グローバル人
材育成の場だけでなく、学生グループの課題解決提案を
通じて、受入企業の人材育成・業務改善や、新事業に向け
た価値創出等の機会としても活用されています。また、
学生が受入企業の魅力を知る機会となり、その魅力が学
生により国際学会やSNSで世界に発信されています。
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文部科学省等が後援する「第3回 学生が選ぶイン
ターンシップアワード」で優秀賞を受賞し、またメ
ディア報道や学会発表の実績もあるインターンシッ
プです。

・学生の専攻と異業種・異分野の交流による新たな価
値創造を重視します。インターンシップ受入可能な、
どの分野でも歓迎します。
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　工場で起きる多くの重大事故（死亡災害・火災・爆発）
は、個人のミスが主たる原因ではありません。長い期間
をかけて組織が誤った判断及び些細な誤解を少しずつ
積み重ね、その結果として不具合が顕在化したときに重
大な問題が発生します。本手法では、網羅的な視点であ
る「安全文化の８軸モデル」に基づき、「組織の劣化を早
期に検知し、早い段階で対策を打つことを促す方法につ
いて研究しています。
　本研究では網羅的な視点に基づいて作成されたアン
ケートを使用し、組織の現状について診断を行います。
それぞれの事業所の回答結果を、約100事業所・約
10,000人規模の業界標準得点などとベンチマークす
ることにより、当該事業所の強み・弱みを可視化するこ
とができます。大手製造業を中心に、国内外延べ200事
業所以上（回答数60,000人以上）が活用しています。
　また、部署別・世代別などの分析を通じて、自社・自事
業所で支援が必要となる区分を絞り込み、組織の改善を
効果的に進める第一歩として活用します。
○想定される実施例、応用例
・工場の安全活動の活性化、経営の改善
・組織診断結果に基づく改善活動の立案

東瀬 朗,　三木 卓典、高野 研一. 安全文化診断手法の開発とその適用―石油・化学産業等大規模設備を有する
事業所を中心として―，　安全工学，2016, Vol.55, No.1, p.49-63.
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す。数年おきに行うことで、経年での従業員意識の変
化（特に思わぬ悪化）を検出することも可能です。

・大規模な製造装置を組織的に運用する、数百人～数
千人規模の事業所を持つ企業。
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